
新横浜公園市民活動支援事業 助成交付申請の手引き 

 

----------- ※記入にあたっての諸注意［必ずお読みください］------------ 

 

1 書類記入・作成にあたっての留意点 

  各様式は、この要綱についているものを複写して使用することを原則としますが、所定の様式どおりであ

れば、申請者がワープロ、パソコンで作成したものでも使用できます。 

 

2 申請 

 活動形態にかかわらず下記全書類をご提出ください。 

(1) 様式 

助成交付申請書（様式 1）を使用 

(2) 添付書類 

① 活動計画書（様式２） 

② 収支予算書（様式３） 

③ 申請団体の概要・団体規約等 

④ 申請団体の当該年度活動計画書 

⑤ 申請団体の当該年度予算書 

 

3 各様式記載にあたっての注意事項 

(1) 助成交付申請書（様式１） 

① 活動形態により助成金の有無が異なります。 

② 支援事業の場合、助成額は継続年数によって上限額が異なります。 

 

(2) 活動計画書（様式２） 

① 計画内容は具体的に記入してください。 

② 開催日程（予定）を記入してください。（助成交付団体に決定後、開催日程を新横浜公園と調

整して決定します。）  

③ 新横浜公園で開催する事業イベントを事業回数とともに記載してください。 

 

(3) 収支予算書（様式３） 

収入と支出の計が同額になるように項目別に分類して記入してください。 

各科目についての定義は、次のとおりとします。収支決算書においても同様とします。 

＜基本的な考え方＞ 

  ・事業に必要な直接経費を支出します。 

  ・各団体や各団体構成員にかかわる維持費等は支出しません。 

  ・助成年数に応じて、助成金交付額を設定します。 

・イベント等は受益者負担を原則とします。 

・公園の指定管理期間が終了となる令和 8 年度に合わせて、当事業も終了となります（た
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だし、特段の事情がある場合には令和 8 年度よりも前に支援事業が終了する場合がありま

す）。 

 

＜支出の部＞ 

科目 説明内容 

報償費 事業において使用する記念品代や事業実施に直接かかわる講師等への

謝礼です。役員の手当て等は不可です。 

・記念品代：参加費無料の事業については対象としません。 

・団体構成員への謝金等は対象としません。 

旅費 事業実施により必要となる交通費です。宿泊代は不可です。 

・通常活動での交通費は対象としません。 

消耗品費 一度の使用で効力を失う物品の購入費です。事務用品や花苗などです。 

食糧費 事業実施のための役員・スタッフのための会議用茶菓子・イベント開催時

の弁当代です。会議用以外の飲食代、アルコールやおつまみ類、その他

事業に無関係と考えられる飲食費は認めません。 

・午前から午後にまたぐイベント開催時における弁当の支給を対象としま

す。1食 1人あたり 900円までとします。 

・作業時の熱中症予防としての飲料代は可とします。 

印刷製本費 事業を周知したり、参加者に事業を案内したりするために利用するパンフ

レット・チラシ等の印刷費用です。また、写真の現像・焼増代です。 

通信運搬費 事業に係る郵便代や物品等を業者に運搬させる際の費用です。 

保険料 イベント開催にあたり、加入する参加者・従事者のための損害保険等費用

です。 

・通常活動、通年での保険は各自での加入となります。 

使用料及び賃

借料 

物品の借り上げ代、会場の使用料、駐車場代、有料道路通行料金など

です。 

・通常活動での交通手段としての駐車場代は対象としません。 

・原則、個人からの借用は対象としません。 

備品購入費 事業計画に基づき必要に応じて購入する備品です。(上限 5万円) 

・過去の助成実績を勘案して、必要性を確認します（同等備品の購入は

原則不可）。 

その他 上記科目に分類されない費用です。ただし、詳細を説明していただき新

横浜公園管理局長が認めた費用に限ります。 

・作業を外部に委託する際は事前の説明と承認が必要です。 

  ＜注意事項＞ 

次の経費は、助成の対象とはなりません。 

(1)  団体構成員等への謝金・活動費等、申請団体の人件費や事務所の維持管理費 

(2)  通常活動での交通費、駐車場代、弁当代、保険料 

(3)  その他公園管理局長が不適当、不適切と認めた費用 

 



 

＜収入の部＞   

科目 説明内容 

他の助成金・補

助金・寄付金 

新横浜公園市民活動支援事業の助成金受給と同時に、横浜市または横

浜市以外の公共団体から補助金を受けている団体からの助成金等を別

途受ける場合に記入します。該当している場合は内訳欄にその団体名、

内訳・内容等を必ず記入してください。 

算出基礎とな

る全体事業費 

支出合計から、「他からの助成金」を減じて得られる額です。 

助成率 

＊支援事業の

み。 

全体事業費の４／５以内。千円未満の端数は切り捨ててください。 

助成上限額 1事業、年間 20万円を上限とします。＊継続年数により異なります。 

支援事業：1年目 20万円、2年目 15万円、3年目 10万円 

協働事業：20万円（ヒアリングをおこない決定します） 

 

4 報告 

(1) 様式 

    事業実施報告書（様式４）を使用 

(2) 添付書類 

   ①収支決算書（様式５） 

   ②領収書（＊） 

   ③その他事業に関する書類（実施概要、活動写真等） 

   ④助成金支払請求書（様式６）（＊） 

   （＊）②と④は「自主的活動」団体は不要です。 

 

5 報告のための各様式記入にあたっての注意事項 

(1) 事業実施報告書（様式４） 

   実施した内容を具体的に記入してください。 

(2) 収支決算書（様式５） 

   ① 収入と支出の計が同額になるよう費用項目別に分類して記入してください。 

     ただし、決定している助成金額を上回ることは出来ません。 

   ② 横浜市または横浜市以外の公共団体から補助等を受けている団体から助成金・補助金 

・寄付金を受けた場合については、その団体名と連絡先を記入してください。 

(3) 領収書に関する注意事項 

   ① 原則、原紙を提出してください。原紙によりがたい場合は別途相談ください。 

   ② いわゆる一般的な「レシート」のみの提出を可とします。領収書の場合は支払い内容が明記されて

いることが必要となります（レシート添付可）。宛名欄に当該助成金を受給申請する団体名の記載

が必要となります。 

   ③ 収支予算書にある項目のみが記録された領収書だけを有効とし、当該事業に無関係で 



あることが明らかである商品の購入領収書、若しくは助成金に無関係な商品等が購入品目に混

在した領収書、購入品目が不明な領収書は、受理しません。 

また、クレジットカードやポイントカード等を使用し、経費の一部が個人に還元されたものは無効とし

ます。 

   ④ 金融機関等の現金自動預払機を使用して代金を振り込んだ場合、もしくはコンビニエンス 

ストア等を利用して代金支払いを行った場合は、その支払い先から領収書を受理することを原則

とします。ただし、預け入れた際に発行される利用明細書等に、正当な代金支払い先が明確に記

載されている場合はその明細書等に変えることが出来ます。 

   ⑤ 保険料として支出した場合は、加入した保険の内容が明確にわかる証明書（保険証券の 

写しなど）を領収書とあわせて必ず提出ください。 

   ⑥ 提出の際は、領収書若しくは領収書の中に記載された各品目が、どの支出科目に係るも 

のなのか、使用用途は何かを明確に説明し、支出科目別に整理して提出してください。 

その際領収書に文字・数字等を直接書き込むことはやめてください。 

 

(4) その他事業に関する資料 

    実施概要を記載した資料を提出してください。 

    記録写真など、実施したことのわかる資料を提出してください。 

    状況により追加の資料提出をお願いすることがあります。 

 

(5) 助成金支払請求書（様式６） 

    振込先は団体名及び代表者氏名が名義人となっている口座とします。 

    なお、口座名義人の氏名が代表者と異なる場合、用紙の下欄に、代表者の氏名を記載し 

必ず押印してください。 

 

(6) 助成金の支払いについて 

助成金は、事業終了後の精算支払いが原則となりますが、必要に応じて「助成金事前支払請

求書（様式-7）」の提出により事前に支払うことができます。 

 


